
経済学者は 「持続的発展」の概念から何を引き出し得るか?

■ 書評論文

経済学者は 「持続的発展」の概念 か ら何
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近年 国際 的 な政治 議題 となってい る 「持 続

的発 展」 に関 す るカ ンフ ァレ ンスが,Centre

forEconomicPolicyReseardl(CEPR;欧 州の大

学 を 中心 に活 動す る200名 以 上の研 究 者 に よ

るネ ッ トワー クで構 成 さ れる,研 究活 動 にお

け る 交 流 を 実 施 す る 機 関)とOECD

DevdpomentCen㏄ の共 同に よ り,1993年5月

パ リに おいて催 され た.こ の カ ンファ レンス

の 目的 は,持 続的発 展 を実現す るため の政 策

的含意 を,経 済成長 と持 続可能性 の 関係 を理

論 的 ・実証 的 に検討 す る ことで 導 き出す とい

う もの で あ る.そ こで の 成果 はGoldnand

Winte弼 編 集 のTheEαmomiasOf∫iLstninahle

Devetopmentに ま とめ られた.

1

持続的発展 という概念 が広 く普及する契機

となった 『環境 と開発に関する世界委員会』

による!987年 の報告書(通 称 ブルントラン ト

報告書)に よれば,持 続 的発展 は,「 将来 の

世代が 自らの欲求を充足 する能力を損 なうこ

となく,今 日の世代の欲求を満たすことP

と定義 される.し か しこの定義 のままでは経

済分析 の狙上 にのせ ることできず,し たが っ

て具体 的な政策手段の影響につ いての定量 的

分 析 も不 可 能 で あ る.そ こ で こ の 刀κ

EcanomiasofSiLstainahleDevelopmentで は,持

続可能性 と経済成長の関係 とい う経済 的側面

に焦点 を絞 り,あ えて狭義の持続的発展の定

義と政策分析 を試みている.こ こでの分析 手

法の特徴は,伝 統的な(新 古典派的)経 済理

論 を分析道具 として用いながら,主 と してマ

クロ経済的側 面から環境 政策に関する考察 を

行っている点にある.

本書 は4部 にわけ られ,合 計10の 論 文を掲

載 している.第1部 では,持 続的発展のための

政策的含意を導 く際の手掛か りとして,経 済

成長 と環境問題,及 び人口問題 の関係 につ い

て推計データを示 しなが ら,経 済発展 に伴 う

環境汚染の全般的動 向をとらえ,技 術移転 や

人口抑制などの政策の必要性 を指摘 している.

第2部 は持続的発展の理論的定式化 を試みてお

り,こ こは本書にお いて最 も特徴的で興味深

い部分であるといえる.第3部 では持続可能性

に向けての国内政策 に関 して,モ ロッコと中

国を取 り上げ,環 境政策 とともに,非 効率性

をもた らす価格体系 の歪 みの是正が招 く効果

について分析 される.そ して第4部 では,国 際

的政策協調をテーマ として,途 上国へ の金銭

的移転 の果たす役割 に関するシ ミュレーシ ョ

ン分析 や,環 境政策 における国際的合意の可

能性を模索 したモデル分析が紹介されている.

編者であるGoldnandWintersは,本 書全体を

通 じて次 の4つ の結論を導 いている.第1に,

環境保全のコス トは経済 にとって甚大 な負担

にはならないであろうということ,第2に,政

府主導 による価格インセンティヴに基づ く政

策が重要であること,第3に,社 会問題などに

も視野 を拡げた分析 が必要であること,そ し

て第4に,環 境保全は保護貿易主義を伴 うもの

ではない,と いうことである.

H

ここでは本書の中の論文をい くつか取 り上

げなが ら,持 続的発展に関する経済分析の方

向性について検討 したい.

第2部 にあ るParthaDasgupta論 文 は,持 続可

能性 を厳 密 に定式化 し,操 作 可 能な概 念 とす

る こと に挑 戦 してい る.よ く知 られて いる よ

うにDasguptaに はそ の主 要 な業績 の1つ に枯

渇性 資 源の最 適利 用 に関 す る分析 があ るが,

―93一



財政学研究 第20号

ここで の持続可能性 に関する理論的定式化 も

それと同様の最適制御法 による功利主義的分

析手法 を用いている(た だ し環境資源 は再生

可能資源 としてモデル化 されている).こ の

分析手法において問題となるの は,資 源制約

下での異時点間の効用最大化という効率性 に

関する側面 と,将 来世代 の効用 をどの ように

扱うのか とい う世代 間衡平の側面である.後

者についてDasguptaは,あ る一定の倫理的観

点か ら割引率(例 えば割引率ゼ ロ)を 設定す

るので はな く,様 々な割引率の下での消費経

路の中か ら選択する余地 を残す ように主張 す

る.ま た社会厚生の指標 として,消 費,純 投

資,人 的資本の変化 に自然資源ス トックの変

化と環境被害 の価値 を考慮 した国民純 生産

(NNP)を 用い,環 境資源の価値を厚 生指標 に

反映させてい る.こ の価値は,環 境資源も含

めた資源制約下での功利主義的社会厚生関数

の最大化の際 に得 られるシャ ドウプライス に

よって測 られ,さ らにこの最大化問題 はNNP

の最大化 と同義であることが示される.

Dasgupta論 文 と同様 に新古 典派 経済 学の分

析 道具 を用 い なが ら世代 間衡平 の問題 に対 し

て よ り正 面 か ら取 り組 ん だ のが,Andrea

Beltratti,(hacieiaChidhilnisky.GeoffreyHealの

共 著 に よる論 文で あ る.現 代 世代 が行 う意 思

決定 に際 して将来世 代 はそ れに参加 す る権 利

を持た ず,従 って将 来世 代 に対 して現 代 世代

は独裁 的 に意 思決定 を下 す こと になって しま

う.こ う した 状況 を異時 点間の社会選 択 問題

と して と らえ,厚 生 指標 を,現 代 及び近 い 将

来の世代 の効 用 を重視 す る功利 主義的厚生 関

数 と,無 限の将来の 世代 の効用 を考慮 す る関

数 の加 重平均 に よっ て表 現す る ことを提言 す

る.

er『U(c,,4)exp(一 δ')

+(1-一 θ)1imi㎡U(C,,4)
T→ee,t≧ τ

(C,;t時 点 の消費水準,4:t時 点の再 生可 能

な環境資源ス トック量,0≦ θ≦1)

この ように定式化 された社 会厚生 関数 を資 源

制約 の条件下で最大化 す ることになるのだが,

その解 法 は数 学的 に困難 で あるため,本 書 の

中で は θ=1と θ=0の ケ ース にわけて解 き,そ

の解 の特徴 を示 してい る.そ れ に よる と,定

常状態 にお いて,θ=0の 場合 の環境資源ス トッ

ク量 は,θ=1の 場合 の量 に比べ て 高 く,消 費

永準 は逆 に小 さ くな る とい う,予 測通 りの 結

果が得 られ る.(θ=0の 場合 の最 大化 か ら導

出 され る一階 の条件 を,環 境資 源 を考 慮 した

無 限に維持可 能 な効 用水 準達成 の必要 条件 と

い う意 味で,著 者 らは"GreenGol(㎞LRule"と

呼 んでいる.)

Dasgupta論 文 とBeltrattietal.論 文 は,そ の

分析 手 法 の類 似性 ゆ えに,共 通 した立 場で 貫

かれている.第1に,前 者 の論 文 にお ける割 引

率 と消 費経路 の選択 や,後 者 に お ける θの 値

の選択 といっ た,世 代 間衡平 に関す る最終 的

な価値 判 断につ いて 中立 的立場 をとっ てい る

点 であ る.第2に,持 続 可 能性 の定式 化 に 関

す る先駆 的業 績 であるPearceetai.,1990.が 示 し

た ような,自 然資源 ス トックの変化 を非負 に

維持す る とい う制約 条件 を さら に追加 す る こ

とはせ ず,そ うしたス トックの効率 的 利用 と

保存 は割引率 等 を通 じて将来世 代 の厚 生水 準

につ い て何 らか の考 慮 をす る こ とで実 現 しう

る と考 え る.こ の点 につ い てはSolow,1991.

にお い て も,代 替 の 困難 な 自然 資源 に対 す る

保存 を除いて は,特 別 の制約条 件 は必 要な い

とい う 同様 の考 え方 が 示 され て い る.ま た

Dasgupta論 文 とBeltrattietal.論 文 で は,政 策

を通 じて もた らされ る技 術 的 ・制度 的 変化 が

十 分 に と ら え られ てい な い.こ れ に対 し

Solowは,厳 密 な定式化 に至 ってはいないが,

持続可 能性 を現代 世代 と 同様 の 選択肢 や生 産

力 を将 来世代 に保証 す る ことで ある と しな が

ら,政 策面 について は代 替可能 性 を重 視 し,

枯渇性 資源の レン トを代 替資源 に対 して投 資

す ること2)や,技 術 蓄積 を進め る こ とを提 言

してい る.こ の よう に技 術 の果 たす役 割 を重
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視する立場で持続可能性 の定式化 を試みると

すれば,研 究 開発投資により蓄積される技術

知識が,枯 渇性資源の代替可能性や再生可能

資源利用の効率性の向上 をもた らすという視

点か らアプローチすることも可能であろう.

今や持続的発展の概念 を操作可能な形 に定

式化する試みは,環 境経済の理論研究の1つ の

流れになりつつある.新 古典派的アプローチ

による分析 と しては,上 記のほかに,世 代重

複モデルによって定式化 し,環 境資源の最 適

利用 という観点か らみて過剰な保存がおこる

可能性 を示 したJo㎞,Pecchenino,1994が ある.
一方

,新 古典派理論 とは快を分 かち,生 態系

と経済の物質循環 を理論 的に定式化する生態

経済学 の系譜 も,持 続可 能性の理論分析の流

れに位置づけ られよう.と もか くも持続可 能

性の理論化 は今後の展開 に関心が寄せ られる

研究領域の1つ であるが,ど んなアプローチに

よる場合でも,操 作 可能性を指 向する とい う

のであるならば,実 証研究の面 で使 えるか ど

うかが,成 果 を評価 する際の重要なポイン ト

の!つ であると思われる.

第3部 で は,CGEモ デ ル(ComputableGeneral

EqpilibriumModel)を 用 い て持続 可能 な資源 利

用 の た め の政 策 的含 意 を導 い て い る.Ian

Goldin,DavidRolan(LHolst論 文 はモロ ッコの持

続 可能 な水資 源利用 のた め の政 策 を検 討 して

いる.水 資源 が希少 であ るモロ ッコで は,農

業 部門 におけ る低廉 な水 料金が 非効率 な水 利

用 と水 質悪化 を招 い てお り,そ の是正 と農 業

部 門に対す る保護貿 易 の撤廃が 水消費 量 と経

済 に与 える影 響 につ いて分析 さ れてい る.ま

たRoseinaryClarke,L.AlanWinters論 文 は中国

におけ る資源 利用 と汚染排 出の 問題 を取 り上

げてい る.中 国では,現 在 のエ ネルギ ー価 格

体系が 産業部 門での非効 率 なエ ネル ギ ー消 費

を招 い てお り,そ れ が大 気汚染 の悪化 に もつ

なが っている.こ こではそ れに対す る政策 と

して価 格体系 の変更 と炭 素税導 入の効 果が 分

析 され る.こ れ らの実証研 究で は,ど の程 度

の価格 体系 の変更 が持続 可 能性 を保証 しうる

のか,と いった点にまで及んで いないため,

物足 りなさを感 じざるを得ない.こ の点は今

後の課題であろうが,こ うした視点か らの実

証研究は,先 に述べ た持続的発展の理論分析

との接点を必然的に伴 うものと考えられる.

これ らの論 文では,現 行の価格体系 によっ

てもた らされる非効率性 が資源の浪費 や環境

汚染の増大 につなが っている状況においては,

その構造上の問題の改善が資源や環境 の保全

に向けた第一歩であること,そ してその経済

構造の是正は環境政策の強化 による経 済へ の

負担を軽減 しうるこ とが示 され る.こ のよう

に,環 境政策 と経済構造 の変革 を統合 した公

共政策を提唱した ものとしては,Repetto,1994

による議論が注 目されている.こ れは,経 済

効率を阻害す る所得税や法人税 を減税 し自然

資源へ の課税 を中心 とした税体系へ と移行す

ることで,経 済全体 の効率性を高めながら環

境保全型経済構造へ と誘導する ことを 目的 と

してお り,"DoubleDivi(bndl(二 重配当)論 と

呼ばれている.以 上 の議論は今 のところ理論

的にも実証的 にもさ らに詳細な検討を加える

べ き段 階ではある.し か し環境 政策のみでは

なく経済構造自体を分析対象 としている点で,

政策論議の指針に与 える影響は きわめて大 き

い と考えられる.

第1部 のGeneM。Grossman論 文 では,多 く

の汚染物質は1人 当たりGDPの 上昇 とともに

増大す るが,あ る発展段 階に至 ると汚染は減

少 してい くという"逆U字 型"の 関係が示 され

る.こ の関係 は,生 産構成や技術が 自動的に

変化す る結果 という よりも,所 得上昇 に伴 う

消費者の良好な環境へ の欲求の増 大 に対する

政府 に よる政策的対応 の結果であると解釈 す

べ きである.ま た環境汚染は不 可逆的な損 失

を伴 う場合が多いことを考慮すると,途 上 国

におい て汚染 のターニングポイ ントとなる発

展段階 に至るまでの汚染排 出に よって人的及

び環境上の絶望的損害が起 こらないとも限 ら

ない.そ れゆ え著者 は,そ のターニングポ イ

ン トを下方ヘ シフ トさせ るべ く,環 境保全技
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術の開発促進 や途上 国へ の技術移転 といった

政策が持続的発展に とって不可欠であると主

張する.本 論文の推計結果はいずれ も経済成

長 と汚染量の単純な関係 を示 した ものであ る

ため,こ れによって経済発展 に伴 う経済社会

構造 の内生的変化 を詳細 に把握 して今後の動

向を予測する には注意を要する.し か しなが

ら,こ こで結論 され る技術政策の重要性は,

以下の論文において も示唆されている.

第4部 のJean-MarcBumiauxetal.論 文 は,

OECD諸 国が非OECD諸 国 に対 し,エ ネルギ ー

効率改 善のた め に炭 素税 収入 を移転 す る とい

うシナ リオの 下で,主 要 各 国 ・各地 域 にお け

るエネ ルギー生 産性 につ いてシ ミュ レーシ ョ

ンを行 ってい る.こ こで は,か な り高 い技 術

進歩率 を仮 定 しなけ れば,来 世 紀 半ば まで に

CO≧ 排 出量 を固定化 す る こ とは困難 である こ

と,そ して非OECD諸 国 も含 め,世 界全体 での

炭素税 導入 を税収移 転政 策 とと もに実 行す る

必要性が導か れる.

CadoC㎜,Domeni。oSiniscaloo論 文 は,

いかに して環境政策 にお ける国際協調 を達成 ・

維持す るか とい う問 題 につい てゲ ーム理論 を

用 いなが ら分析 して い る.Barrett,1994が 示 す

ように,環 境 政策の 国際 的合意 は,他 国の環

境 改善 努力 の もた らす正 の外部 効果 に"た だ

乗 り"す る国 が存在 する ため に困難 で ある こ

とが 理 論 的 に 知 ら れ て い る.Carrmoand

Siniscaloo論 文 は,合 意参加 国 を拡大 するた め

に参加 国か ら非参加 国へ の便益 移転 を実行 す

る とい うシナ リオを分析 してい るが,こ の場

合 も,す でに参加 している国が便益移 転 に伴 っ

て離脱 す るため,合 意 に参加 した場合 には協

調 し続 ける こ とにコ ミッ トす る とい う仮 定 を

導入 しない 限 り,参 加国 数拡大 は不可 能で あ

るこ とが示 される。 しか しこの コミッ トメ ン

トは、 信頼 し得るか どうかが問題 であ り,そ

のためBarrettは この仮 定 には否 定的 であ る.

そ こでCarraroandSiniscalcoは,技 術提携 とい

う別の 政策 ッール を取 り入れる ことに より,

すべて の国が 参加 しパ レ ー ト最 適が達成 され

るこ とを示 してい る.(た だ し,技 術 につ いて

は参加 国以外 へ のス ピル オーバ ー効果 は存 在

しない とい う,決 定 的 と思われ る前提 条件 が

おかれてい る.)

以上の3論 文においてその重要性が強調され

る技術 政策は,近 年 の環境政策研究において

注 目されている政策ツールの1つ である.例 え

ばCarraroandSiniscaloo,1994で は,技 術開発

促進などの産業政策 と環境税のポリシーミッ

クスが経済活動 を縮小 させるこ となく汚染削

減を実現 しうることを主張 している.そ して

本書では,持 続的発展のためには,さ らに広

範な領 域にわたる政策分析が必要であるこ と

が示唆 されている.途 上 国 ・先 進国双方に関

して,経 済構造の改革や技術開発 ・移転政策

そ して環境政策 と,多 岐 にわたる政策の統合

と,そ れが もたらす効果 について,丹 念 に研

究を積 み重ねてい く努力 が要求 されているの

である.

持続 的発展 とい う概念 は,Solow,1991.の い

う よう に,基 本的 に は曖 昧 な概 念 であ る.要

はそ れ を一般 的指針 と しなが ら,精 緻 な分析

によ りどの ような政策的含 意 を引 き出すのか,

とい う ことで あ る.,こ の概念が 曖昧 な まま で

空虚 な政治的 ス ロー ガン として濫用 される こ

とは望 ま しくな く,ま た 将来へ の悲観 的展 望

を訴 え る道具 となる こと も好 ま しくない.必

要 なの は,冷 静 な分 析 に基づ い た,こ の概 念

の 「最 適利用 」であ る.本 書 は そのた めの重

要 な布石 となるで あろう.

註

1}大 来 監 修
,198728ペ ー ジ.

2)こ れ はHartwick
,1978.に 基 づ い て い る.
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